
第２回山口地方最低賃金審議会山口県最低賃金専門部会(議事要旨） 

 

１ 日 時  令和３年７月29日（木）10時00分～13時30分 

 

２ 場 所  山口地方合同庁舎２号館 ５階共用第一会議室 

 

３ 出席者  公益代表委員   ３名 

       労働者代表委員  ３名 

       使用者代表委員  ３名 

 

４ 議 題 

(1) 金額審議について 

 (2) その他 

  

５ 議事概要 

（1） 地方最低賃金審議会における地域別最低賃の改定審議おいて、最低賃金引上げ

に向けた支援策についても議論されることが見込まれるとして、厚生労働本省

から審議会委員への情報提供依頼があった、令和３年７月21日開催の経済財政

諮問会議における厚生労働大臣及び経済産業大臣からの最低賃金引上げに向

けた中小企業・小規模事業者に対する支援策拡充に係るプレゼン用資料の内容

について、事務局から説明をした。 

（2）労働者側からは 

   ・連合が独自調査に基づき作成した2017年都道府県別リビングウエイジによる

と、山口県で労働者が最低限の生活を営むのに必要な賃金時間額は930円とな

るので、山口県の最低賃金額と比較すると100円の開きがある。 

・中央最低賃金審議会の目安額を参酌して全県で28円の改正決定となると、昨

年現行どおりとなった当県では格差の是正に繋がらないので、少なくとも目

安額以上の引上げが必要になると考えている。 

  との主張がされた。 

（3）使用者側からは、 

   ・目安額28円を上げることによってどういう影響が出るのか、データ的なもの



がない中で、中央最低賃金審議会では、一昨年までの数年間と今年度の状況

が大きく異なるとは言えないとの理由で、過去最高の目安額を答申されたが、

その考え方が理解できない。山口県中小企業団体中央会が実施している景況

調査によると、令和３年と令和元年の６月時点のDI値の比較では、変わりが

ないという見解は示せない。 

・ある調査では、企業倒産は増加してない、雇用情勢も悪化していないという説

明がされたが、これは多くの企業が雇用調整助成金、その他各種助成金、融資

を最大限活用して、事業の継続や雇用の維持に必死に取り組んで何とか出した

結果である。 

・目安額28円の引上げをすれば、苦境に立たされる中小規模事業者の雇用に深刻

な影響が出るということを懸念している。また、今年度のコロナ禍における中

小規模事業者の業況を鑑みると、引き上げる状況にないので「現行どおり」と

するのが基本であると考えている。 

との主張がされた。 

（4）具体的な金額は継続審議とされた。 

（5）今後の専門部会の日程について、事務局から説明を行った。 


























